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【研究の背景・目的】 
経済学において、初等中等教育は将来の人的資本

を形成するための投資であると考えられ、これまで
数多くの研究成果が蓄積されてきた。これらの研究
は主に第二次世界大戦以降の世界的にも人口の増加
が顕著であった時期に行われており、現在、日本を始
めとするいくつかの先進国が直面している急速な人
口減少局面における研究はまだ多くない。 
本研究では、子どもの人的資本形成過程の中でも

特に初等中等教育に焦点を当て、教育制度や教育政
策が人的資本形成に与える効果を因果推論に裏打ち
された政策評価方法を適用することで実証的に明ら
かにする。特に、「人口減少下での初等中等教育は、
児童生徒の厚生および人的資本形成という観点から
どのような制度の下で行われるのが望ましいのか」
という問いをたて、それに実証的・定量的に答えてゆ
くことを目的とする。 

 
【研究の方法】 

本研究課題では、以下の６つのより具体的な問い
を立てる。①小中学校の統廃合は児童生徒の厚生に
どのような影響を与えるのか、②小中学校の教育活
動に対する説明責任と裁量権の強化は、子どもの学
力と問題行動にどのような影響を与えるのか、③小
中学校内での相対的学力の変化は、子どもの学力形
成および問題行動にどのような影響を与えるのか、
④教育への政策的介入はどの学年において行うのが
最も効果的か、⑤高校生の進路決定はどのようにし
て行われるのか、⑥義務教育年数の増加は、児童生徒
に対してどのような長期的影響を及ぼすのか。これ
らの６つの研究テーマの関係を図示したものが、図
１である。 

全研究テーマに共通する研究の方法は、行政およ
び業務個票データを二次利用し、そのデータに因果
推論に裏打ちされた統計的手法を適用することで政

策効果を明らかにするというものである。ただし、
各研究テーマにより具体的な研究方法は異なる。①
小中学校統廃合方法の検証、及び、⑤高校生の進路
決定の動学分析では、理論モデルの構造推定と反実
仮想実験による分析を行う。また、②小中学校の教
育活動に対する説明責任と裁量権の分析と、③相対
的学力の影響分析、及び、⑥義務教育年数の増加分
析では、回帰不連続デザインの分析手法を用いる。
さらに、④教育政策効果の学年ごとの違いの分析に
おいては、自治体教育行政パネルデータを活用した
分析を行う。 
 

【期待される成果と意義】 
各研究テーマを推進することで、国際査読付き学

術雑誌等を通じて研究成果を発表することが期待さ
れ、少子高齢化が急速に進む日本のデータを用いた
分析結果は、学術的にも国際的にも高い関心を引き
つけることが期待される。 
さらに、図１で示したように、各研究テーマはそ

れぞれが密接に関連し合っているため、それらの相
互関係を考慮しながら包括的に研究を推進してゆく
ことにより、人口減少下の日本における望ましい初
等中等教育制度のあり方についての知見を得るとい
う意義も併せ持っている。 
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